
関係条文抜粋 

 

製造、使用等の禁止 

○ 労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号） 

（製造等の禁止） 

第五十五条 黄りんマツチ、ベンジジン、ベンジジンを含有する製剤その他の労働者に重度

の健康障害を生ずる物で、政令で定めるものは、製造し、輸入し、譲渡し、提供し、又は

使用してはならない。ただし、試験研究のため製造し、輸入し、又は使用する場合で、政

令で定める要件に該当するときは、この限りでない。 

 

製造許可 

○ 労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号） 

（製造の許可） 

第五十六条 ジクロルベンジジン、ジクロルベンジジンを含有する製剤その他の労働者に重

度の健康障害を生ずるおそれのある物で、政令で定めるものを製造しようとする者は、厚

生労働省令で定めるところにより、あらかじめ、厚生労働大臣の許可を受けなければなら

ない。 

２～６ （略） 

 

 

ラベル表示、SDS 

○ 労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号） 

（表示等） 

第五十七条 爆発性の物、発火性の物、引火性の物その他の労働者に危険を生ずるおそれの

ある物若しくはベンゼン、ベンゼンを含有する製剤その他の労働者に健康障害を生ずるお

それのある物で政令で定めるもの又は前条第一項の物を容器に入れ、又は包装して、譲渡

し、又は提供する者は、厚生労働省令で定めるところにより、その容器又は包装（容器に

入れ、かつ、包装して、譲渡し、又は提供するときにあつては、その容器）に次に掲げる

ものを表示しなければならない。ただし、その容器又は包装のうち、主として一般消費者

の生活の用に供するためのものについては、この限りでない。 

 一・二 （略） 

２ （略） 

 

（文書の交付等） 

第五十七条の二 労働者に危険若しくは健康障害を生ずるおそれのある物で政令で定める

もの又は第五十六条第一項の物（以下この条及び次条第一項において「通知対象物」とい

う。）を譲渡し、又は提供する者は、文書の交付その他厚生労働省令で定める方法により

参考資料２ 

1



通知対象物に関する次の事項（前条第二項に規定する者にあつては、同項に規定する事項

を除く。）を、譲渡し、又は提供する相手方に通知しなければならない。ただし、主とし

て一般消費者の生活の用に供される製品として通知対象物を譲渡し、又は提供する場合に

ついては、この限りでない。 

 一～七 （略） 

２・３ （略） 

 

○ 労働安全衛生規則（昭和四十七年労働省令第三十二号） 

（危険有害化学物質等に関する危険性又は有害性等の表示等） 

第二十四条の十四 化学物質、化学物質を含有する製剤その他の労働者に対する危険又は健

康障害を生ずるおそれのある物で厚生労働大臣が定めるもの（令第十八条各号及び令別表

第三第一号に掲げる物を除く。次項及び第二十四条の十六において「危険有害化学物質等」

という。）を容器に入れ、又は包装して、譲渡し、又は提供する者は、その容器又は包装

（容器に入れ、かつ、包装して、譲渡し、又は提供するときにあつては、その容器）に次

に掲げるものを表示するように努めなければならない。 

 一・二 （略） 

２ （略） 

 

第二十四条の十五 特定危険有害化学物質等（化学物質、化学物質を含有する製剤その他の

労働者に対する危険又は健康障害を生ずるおそれのある物で厚生労働大臣が定めるもの

（法第五十七条の二第一項に規定する通知対象物を除く。）をいう。以下この条及び次条

において同じ。）を譲渡し、又は提供する者は、文書の交付又は相手方の事業者が承諾し

た方法により特定危険有害化学物質等に関する次に掲げる事項（前条第二項に規定する者

にあつては、同条第一項に規定する事項を除く。）を、譲渡し、又は提供する相手方の事

業者に通知するよう努めなければならない。 

 一～十一 （略） 

２ （略） 

 

リスクアセスメント 

○ 労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号） 

（第五十七条第一項の政令で定める物及び通知対象物について事業者が行うべき調査等） 

第五十七条の三 事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、第五十七条第一項の政令

で定める物及び通知対象物による危険性又は有害性等を調査しなければならない。 

２ 事業者は、前項の調査の結果に基づいて、この法律又はこれに基づく命令の規定による

措置を講ずるほか、労働者の危険又は健康障害を防止するため必要な措置を講ずるように

努めなければならない。 

３・４ （略） 

 

（事業者の行うべき調査等） 
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第二十八条の二 事業者は、厚生労働省令で定めるところにより、建設物、設備、原材料、

ガス、蒸気、粉じん等による、又は作業行動その他業務に起因する危険性又は有害性等（第

五十七条第一項の政令で定める物及び第五十七条の二第一項に規定する通知対象物によ

る危険性又は有害性等を除く。）を調査し、その結果に基づいて、この法律又はこれに基

づく命令の規定による措置を講ずるほか、労働者の危険又は健康障害を防止するため必要

な措置を講ずるように努めなければならない。ただし、当該調査のうち、化学物質、化学

物質を含有する製剤その他の物で労働者の危険又は健康障害を生ずるおそれのあるもの

に係るもの以外のものについては、製造業その他厚生労働省令で定める業種に属する事業

者に限る。 

２・３ （略） 

 

衛生基準 

○ 労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号） 

第二十二条 事業者は、次の健康障害を防止するため必要な措置を講じなければならない。 

一 原材料、ガス、蒸気、粉じん、酸素欠乏空気、病原体等による健康障害 

 二～四 （略） 

 

○ 労働安全衛生規則（昭和四十七年労働省令第三十二号） 

（有害原因の除去） 

第五百七十六条 事業者は、有害物を取り扱い、ガス、蒸気又は粉じんを発散し、有害な光

線又は超音波にさらされ、騒音又は振動を発し、病原体によつて汚染される等有害な作業

場においては、その原因を除去するため、代替物の使用、作業の方法又は機械等の改善等

必要な措置を講じなければならない。 

 

（ガス等の発散の抑制等） 

第五百七十七条 事業者は、ガス、蒸気又は粉じんを発散する屋内作業場においては、当該

屋内作業場における空気中のガス、蒸気又は粉じんの含有濃度が有害な程度にならないよ

うにするため、発散源を密閉する設備、局所排気装置又は全体換気装置を設ける等必要な

措置を講じなければならない。 

 

（呼吸用保護具等） 

第五百九十三条 事業者は、著しく暑熱又は寒冷な場所における業務、多量の高熱物体、低

温物体又は有害物を取り扱う業務、有害な光線にさらされる業務、ガス、蒸気又は粉じん

を発散する有害な場所における業務、病原体による汚染のおそれの著しい業務その他有害

な業務においては、当該業務に従事する労働者に使用させるために、保護衣、保護眼鏡、

呼吸用保護具等適切な保護具を備えなければならない。 

 

（皮膚障害等防止用の保護具） 

第五百九十四条 事業者は、皮膚に障害を与える物を取り扱う業務又は有害物が皮膚から吸
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収され、若しくは侵入して、健康障害若しくは感染をおこすおそれのある業務においては、

当該業務に従事する労働者に使用させるために、塗布剤、不浸透性の保護衣、保護手袋又

は履
はき

物等適切な保護具を備えなければならない。 
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